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【第 213回通常国会振り返り②】

 

第 213 回通常国会では、ＪＲ連合と連携する国会議員がＪＲ四国の経営課題に関する

質疑を委員会で展開した。 

４月 24日に開催された衆議院国土交通委員会では、ＪＲ連合「21世紀の鉄道を考える

議員フォーラム」に所属する白石洋一衆議院議員が質問に立ち、ＪＲ四国への経営支援

や四国への新幹線導入について発言。また、５月 28日には参議院総務委員会において、

ＪＲ連合「国会議員懇談会」で幹事を務める広田一参議院議員が質問に立ち、四国にお

いて再構築協議会設置の対象となる３線区における事業者と沿線自治体との協議の進捗

や国の考えを問うた。 

■ 経営自立の道筋が描ける支援策の検討を要請！ 

 白石議員は、ＪＲ四国において離職者数が高止まりとなっ

ている現状に触れ「経営の先行きが不透明であることを不安

視し転職しているのではないか」と問題提起するとともに、

2026年度以降の支援の必要性に言及した。また、経営自立の

道筋を立てるには四国への新幹線導入が必要不可欠と主張。整備計画路線の早期着工、

四国新幹線等の基本計画路線の整備計画への早期格上げを強く求めた。 

 これに対し斉藤鉄夫国土交通大臣は、整備計画路線の計画的な整備が先決との考えを

示したうえで、「四国における熱心な議論や動向は認識しており、幹線鉄道ネットワーク

等の今後の方向性について引き続き調査・検討に取り組む」と答弁した。 

■ 四国のローカル線のあり方について、国が議論を強く後押しすべきと要望！ 

広田議員は冒頭、北海道や四国の一部のローカル線では大

量輸送機関としての鉄道特性が発揮できていないと指摘。路

線のあり方を考えるうえで上下分離方式が選択肢の一つとな

るが、財政負担への懸念から地方自治体の判断は慎重になり

がちであり、適切に財線支援を講ずるよう松本剛明総務大臣

に要望した。 

続いて四国において再構築協議会設置の対象とされる３線区に言及し、ＪＲ四国と沿

線自治体との協議の進捗及び国の認識を確認。「各種会議体で議論はされているが、ＪＲ

四国と沿線自治体で温度差や認識にズレが生じている」と指摘し、「あるべき交通体系、

線区のあり方に係るＪＲ四国・各自治体との協議が円滑に行われるよう、国がより一層

議論を後押しすべき」と強く訴えた。最後に「四国への新幹線導入は、中四国・関西で広

域経済圏を形成し、その経済効果は非常に大きい」と整備の必要性を強く主張した。 

ＪＲ連合は、引き続き連携する国会議員等を通じて各種政策課題の実現に向けて取り

組んでいく。 


